
Ⅱ それぞれの地域で安全・安心な生活ができる島根の国造り
・安全な生活の確保

・食の安全・安心の確保

・安心して暮らせる社会の実現

・いつでもどこでも安心して受けられる医療の確保

・子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり

(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 県有施設アスベスト 164,188 ○吹き付けアスベスト等の含有が判明した県 総 務 部

[営 繕 課]対策事業 有施設について、利用者の安全・安心を確

保するため、計画的に処理工事を実施 教育委員会

[生涯学習課]・松江北高、大社高、島根女子短期大学な

ど１１施設

含有が判明した施設 ２２施設

※ 図書館は、Ｈ18.3月下旬から着手

※ 県営住宅は、Ｈ18.1月下旬から着手

新規 アスベスト総合相談 5,681 ○県民にとってわかりやすい相談体制を整備 環境生活部

[環境政策課]窓口設置事業 するため、総合相談窓口を設置

・フリーダイヤル２本設置

○相談内容のうち、より高度で専門的なもの

は、担当する関係機関へ橋渡し

新規 医師確保緊急対策事 73,420 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の特 健康福祉部

[医療対策課]業 定診療科における深刻な医師不足に対応す

るため、医師確保緊急対策を実施

【主な事業内容】

(1)島根大学と連携・協力した医師確保策

①島根大学地域枠推薦入学者奨学金

［対 象］ 地域枠推薦入学者５名

［貸与額］ ・入学金 282千円

・月 額 100千円

［返還免除］卒後１８年以内に６年間

県内医療機関で勤務

（ 、 ）うち ３年間へき地勤務

②しまね医学生特別奨学金

［対 象］ 初期臨床研修終了後県内で

勤務する意志のある島根大

学医学部生

（１～５年生 10名）

［貸与額］ 1,500千円／年×２回限度
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

［返還免除］初期臨床研修終了後６年

間県内医療機関で勤務

(2)後期臨床研修医に対する支援策

①後期臨床研修医国内外研修補助

［交付先］ 後期臨床研修医受入病院

［交付額］ 国内外研修に要する経費

（2,000千円／人を限度）

［要 件］ 後期臨床研修終了後２年

間へき地等勤務

②後期臨床研修病院助成費

後期臨床研修プログラムの充実に要

する経費を助成

［ ］ （ ）交付額 定額 1,000～2,000千円

(3)医師確保チームによるアクティブプロ

ジェクト ※医師確保対策室の設置

【関連事業】

研修医等定着特別対策事業 14,430千円

初期臨床研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実等を支援

新規 お産あんしんネット 73,961 ○周産期医療ネットワーク構築事業 健康福祉部

[健康推進課]ワーク事業 「総合周産期母子医療センター 「地域周」、

産期母子医療センター」を指定し、周産期

医療提供体制を充実強化

①総合周産期母子医療センター支援事業

・交付先：県立中央病院

・交付額：5,793千円

②地域周産期母子医療センター支援事業

・交付先：松江赤十字、益田赤十字病院

・交付額：1,000千円／病院

○緊急搬送体制整備事業

総合周産期母子医療センターへの緊急時搬

送体制を整備するため、新生児専用ドクタ

ーカーの整備を支援

・交付先：県立中央病院

・交付額：52,000千円

○県西部地域助産師確保対策事業

助産師不足が深刻な県西部の周産期拠点病

院が、助産師を自ら養成するための就学費

を助成

・交付額：700千円／人

7



(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 少子高齢社会を支え 2,000 ○少子高齢社会を全国に先行して経験する島 健康福祉部

[高齢者福祉課]る新たなシステムづ 根県から少子高齢社会に適応した新たな

くり事業 社会・経済システムを提案し、国に要望す

ると同時に、可能なものは事業化を検討

新規 しまね子育て応援パ 8,000 ○子育て家庭に対して、協賛企業等から各種 健康福祉部

[青少年家庭課]スポート事業 サービスが受けられるパスポートを交付し

企業等の子育て支援に対する意識の高揚と

パスポートを仲介した社会全体での子育て

支援気運を醸成

【事業内容】

・実施主体：県・市町村

・ｻｰﾋﾞｽ内容：飲食、理美容、宿泊などの

料金割引等

・対象世帯：妊婦及び１８歳未満の子をも

つ世帯（約78,000世帯）
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

障害者の自立に向け 270,456 ○障害者自立支援法の制定を踏まえ、障害者 健康福祉部

[障害者福祉課]た特別支援事業 の地域生活移行の支援体制の整備を図るた

[健康推進課]め、Ｈ１７～１９の３年間、重点的かつ緊

急に事業を実施

【事業内容】　

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 合計

54 54 108

(１)発達障害者支援体制整備事業 【新規】 51 51 102

(２)障害者ケアマネジメント従事者養成事業 3 3 6

13 189 200 402

(１)グル－プホ－ム整備事業 13 70 45 128

(２)障害者就労支援センタ－事業 【新規】 17 33 50

(３)障害者就労訓練等整備事業 【新規】 54 74 128

(４)はつらつ生活補助金等の拡充 48 48 96

69 28 28 125

63 16 16 95

6 12 12 30

82 271 282 635

（単位：百万円）

合　　　計

項　目　・　事　業　名

(２)療養支援事業（交通費助成、滞在資金貸付金）

(１)ショート、ディサービス提供体制整備事業

１.障害者の相談・支援体制の充実

２.障害者の地域における自立生活支援

３.極めて重度の障害児・者に対する支援強化

計　画　事　業　費
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 １(１)発達障害者支 50,805 ○自閉症、アスペルガー症候群等の発達障害 健康福祉部

[障害者福祉課]援体制整備事業 者とその家族に対し、ライフステージに応

じた総合的な支援体制を確立するため、発

達障害者支援センターを設置

【事業内容】

・設置箇所：２箇所（東部１、西部１）

・開設方法：障害児（者）施設を有する社

会福祉法人に委託

・事 業 費：２４，５４８千円／箇所

・開設時期：Ｈ１８年４月予定

新規 ２(２)障害者就労支 16,700 ○障害者の就労支援をきめ細かく行うため、 健康福祉部

[障害者福祉課]援センター事業 各圏域毎に就労支援センターを設置

・設置箇所：２箇所（雲南１・益田１）

・開設方法：社会福祉法人に委託

・事 業 費：８，３５０千円／箇所

・開設時期：Ｈ１８年４月予定

新規 ２(３)障害者就労訓 53,944 ○県単独事業で助成している小規模な共同作 健康福祉部

[障害者福祉課]練等整備事業 業所が、障害者自立支援法の給付対象施設

となるように、必要な設備・機器等の整備

費を支援

・共同作業所：４７カ所

、 、○併せて 小規模通所授産施設等に対しても

機能の充実強化を図るため、機器購入等を

支援

【事業内容】

・移行促進施設設備等整備費

（国1/2、県1/4、市町村1/4）

１５箇所 51,000千円

・研修等充実強化費（国1/2、県1/2）

2,944千円
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(単位:千円)

分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部 局 名

新規 抗インフルエンザウ 118,385 ○国と都道府県で必要なタミフル備蓄量を定 健康福祉部

[薬事衛生課]イルス薬 タミフル め、本県分を２カ年に分けて購入（ ）

備蓄購入費 ・備蓄数量：６２，０００人分

（人口の約8.3％分）

・購入金額：２３６，７７０千円

［Ｈ１８］１１８，３８５千円

［Ｈ１９］１１８，３８５千円

拡充 豪雨災害緊急対応事 167,100 ○「豪雨災害対策緊急アクションプラン」の 土 木 部

[河 川 課]業 策定、水防法の改正に対応し住民の迅速な

避難を可能とするための事業を実施

【事業内容】

１．浸水想定区域図作成 (H19年度完了)

２．市町村ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成支援

(H20年度完了)

３．洪水予報ｼｽﾃﾑ等の整備(H20年度完了）

・県下5河川で洪水予報を実施

・CCTVｶﾒﾗ設置による情報提供 など

新規 高齢者交通安全個別 10,519 ○増加する高齢者交通事故を抑止するため、 警察本部

訪問事業 警察官による高齢者個別巡回指導に加え、

外部委託により早期に全高齢者を訪問

警察署再編事業 51,010 ○警察署再編による著しい狭隘化及び建物の 警察本部

老朽化のため、大田警察署と雲南警察署を

整備

①大田警察署

大田集合庁舎を活用して整備

［スケジュール］

・Ｈ１８：実施設計

・Ｈ１９：改修工事

②雲南警察署

雲南市三刀屋町地内に移転整備

［スケジュール］

・Ｈ１８：実施設計、地質調査等

・Ｈ１９：用地取得、建築工事

・Ｈ２０：建築・周辺工事
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